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第1章　損害回復・経済的支援等への取組　﻿

第1章　損害回復・経済的支援等への取組
1　損害賠償の請求についての援助等（基
本法第12条関係）
○　主な取組
・日本司法支援センターによる支援

【施策番号1】
日本司法支援センター（通称「法テラ
ス」）においては、民事法律扶助業務と
して、経済的に余裕のない者が民事裁判
等手続を利用する際に、収入等の一定の

条件を満たすことを確認した上で、無料
で法律相談を行い、必要に応じて弁護
士・司法書士の費用の立替えを行ってい
る（日本司法支援センターウェブサイト
「法テラスの目的と業務（民事法律扶助
業務）」：http://www.houterasu.or.jp/
houterasu_gaiyou/mokuteki_gyoumu/
minjihouritsufujo/）。

犯罪被害者支援業務

提供：法務省

犯罪被害者等が、弁護士等に委任して
民事裁判等手続を通じて損害賠償を求め
る必要があるにもかかわらず、弁護士費
用等を負担する経済的な余裕がない場合
には、民事法律扶助制度を利用すること
によって当該費用が立て替えられ、原則
として毎月分割で償還することができ、
経済的負担が軽減される。また、犯罪被
害者等が刑事手続の成果を利用して簡易
迅速に犯罪被害の賠償を請求することを
可能とする損害賠償命令制度（平成20年
12月施行）の利用に当たっても、民事法
律扶助制度を利用して弁護士費用等の立
替えを受けることができる。さらに、26
年4月からは、加害者等に対する損害賠
償請求に係る弁護士との打合せに同席さ

せるカウンセラー等の費用についても、
民事法律扶助制度の対象となり、当該費
用の立替えを受けることが可能となった。

・損害賠償請求制度等に関する情報提供の
充実

【施策番号3】
警察においては、「被害者の手引」等
により、損害賠償請求制度の概要等につ
いて紹介している。
法務省においては、犯罪被害者等向け
パンフレット「犯罪被害者の方々へ」や
犯罪被害者等向けDVD「もしも…あな
たが犯罪被害に遭遇したら」により、損
害賠償命令制度について紹介している。
損害賠償命令制度については、制度導
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入以降、平成28年末までに2,164件の申
立てがあり、このうち2,072件が終局し
た。その内訳は、認容が950件、和解が
460件、終了（民事訴訟手続への移行）
が279件、取下げが247件、認諾が86件、
却下が29件、棄却が6件等である。
また、これまで、多くの検察庁におい
ては、犯罪被害財産等による被害回復給

付金の支給に関する法律に基づき、没
収・追徴された犯罪被害財産を被害者に
被害回復給付金として支給するための手
続（被害回復給付金支給手続）を行って
いる。27年に13件の被害回復給付金支給
手続の開始決定が行われ、開始決定時に
おける給付資金総額は約8,308万円で
あった。

損害賠償請求に関し刑事手続の成果を利用する制度の概要

刑事裁判 民事裁判損害賠償請求に関する裁判手続の特例

上告審

控訴審

上告審

第一審

異議申立て

損害賠償命令の申立て

本手続
の記録

1010
10 1 0

　損害賠償命令の申立て
　　　　　原告　××××　　　　　被告　△△△△
１　請求の趣旨
　被告は，原告に対し，00円を支払え。

２　・・・・・・　・・・・・・・・・　・・・・・・・・・

本手続
の記録

1010
10 1 0

損害賠償命令の申立て
についての審理

確定判決と同一の効力

主張整理
刑事記録
の取調べ
等

主張整理
審理計画
の策定
等

証拠調べ
等

証拠調べ
等
審理終結

控訴審

公
訴
提
起

弁
論
終
結

有
罪
判
決

口
頭
弁
論
又
は
審
尋

口
頭
弁
論
又
は
審
尋

口
頭
弁
論
又
は
審
尋

口
頭
弁
論
又
は
審
尋

不
服
な
し

損
害
賠
償
命
令

訴
え
提
起
擬
制

提供：法務省
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被害回復給付金支給制度

刑事裁判により犯人が財産犯等の犯罪行為により得た
財産（犯罪被害財産）のはく奪（没収・追徴）

検察官による申請内容のチェック、判断（裁定）

すべての裁定、費用等の確定

被害回復給付金の支給

検察官から申請人に対し判断の結果を記載した
「裁定書」の謄本の送付

（外国の裁判等によりはく奪された「犯罪被害財産」については、外国からの譲受け）

検察官による支給手続の開始
●支給対象となる犯罪行為や申請期間を定め、官報に掲載
●把握している支給対象者に通知

申請期間内に検察官に申請書を提出
●被害を受けたことやその被害額を示す資料、本人確認書類
　（運転免許証等）の写しなどの所要の資料を添付

＊検察官による手続の一部を、弁護士である「被害回復事務管理人」に任せることがあります。

基本的な支給手続の概要

提供：法務省

被害回復給付金支給手続の状況

支給手続開始決定件数 開始決定時給付資金総額
平成22年 12件 7,892万5,743円
平成23年 14件 2億604万1,619円
平成24年 23件 3億9,871万6,097円
平成25年 18件 約1億4,600万円
平成26年 15件 約2億5,401万円
平成27年 13件 約8,308万円

提供：法務省

2　給付金の支給に係る制度の充実等（基
本法第13条関係）
○　主な取組
・犯罪被害給付制度に関する検討

【施策番号12】
犯罪被害給付制度（以下「犯給制度」
という。）とは、通り魔殺人等の故意の
犯罪行為により、不慮の死を遂げた被害
者の遺族又は身体に障害を負わされた犯
罪被害者等に対し、社会の連帯共助の精
神に基づき、国が犯罪被害者等給付金を
支給し、その精神的、経済的打撃の緩和

を図ろうとするものである。
この制度については、平成20年7月、

生計維持関係のある遺族に対する遺族給
付金及び重度後遺障害者（障害等級1～
3級）に対する障害給付金の引上げ等を
図った。また、21年10月、親族間の犯罪
のうち、配偶者からの暴力事案であって
特に必要と認められる場合には、全額支
給ができるように特例規定の見直しを
行った。さらに、26年11月には、「犯罪
被害給付制度の拡充及び新たな補償制度
の創設に関する検討会」が取りまとめた
提言を受け、親族間犯罪に係る減額・不
支給事由について見直しを行った。
警察庁においては、第3次基本計画を

受け、重傷病給付金の支給対象期間等の
在り方、犯罪被害者に負担の少ない支給
の在り方、若年者の給付金の在り方及び
親族間犯罪被害に係る給付金の在り方に
ついて、実態調査や他の公的給付制度に
関する調査を実施し、29年4月から、同
調査結果を踏まえた検討を行うため、犯
罪被害者遺族、犯罪被害者等の援助を行
う民間の団体及び法律専門家を交えた有
識者検討会を開催している。

・現行の犯罪被害給付制度の運用改善
【施策番号13】

警察庁においては、都道府県警察に対
して、犯給制度の事務担当者を対象とし
た会議を開催するなどして、仮給付金支
給決定の積極的な検討や迅速な裁定等運
用面の改善を指導している。また、パン
フレット、ポスター、インターネット上
のウェブサイト等を活用して仮給付金制
度を含む犯給制度の周知徹底を図るとと
もに、犯給制度の対象となり得る犯罪被
害者や遺族に対しては、犯給制度に関し
て有する権利や手続について十分な教示
を行うよう指導している。
平成27年度における犯罪被害者等給付
金の裁定金額は約9億9,100万円、28年
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度は約8億8,200万円であった。また、
27年度の平均裁定期間（申請から裁定ま
でに要した期間）は約7.0月（前年度比
＋0.1月）、28年度は約6.7月（前年度比

－0.3月）であった。
今後も、警察庁として、都道府県警察
に対して、迅速な裁定、犯給制度の周知
徹底等運用面の改善を指導していく。

犯罪被害給付制度

遺族給付金

重傷病給付金

障害給付金

額（最高額～最低額）
一定の生計維持関係遺族がいる場合
2,964.5万円～872.1万円
それ以外の場合
1,210万円～320万円

上限額：120万円

額（最高額～最低額）

3,974.4万円～1,056万円
それ以外の場合
1,269.6万円～18万円

◎支給を受けられる人
　犯罪行為によって、重傷病（加療1月以上、かつ、入院3日以上を
要する負傷又は疾病（精神疾患である場合には、加療1月以上、かつ、
その症状の程度が3日以上労務に服することができない程度であるこ
と））を負った犯罪被害者本人

◎支給を受けられる人
　障害が残った犯罪被害者本人
◎障害とは、
　負傷又は疾病が治ったとき（その症状が固定したときを含む。）に
おける身体上の障害で、障害等級第1級～第14級程度の障害をいう。

◎支給を受けられる人
　亡くなられた犯罪被害者の第一順位の遺族
◎支給を受けられる遺族の範囲と順位
　１　①配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にあった人を含む。）
　２　犯罪被害者の収入によって生計を維持していた犯罪被害者の
　　　②子　③父母　④孫　⑤祖父母　⑥兄弟姉妹
　３　２に該当しない被害者の
　　　⑦子　⑧父母　⑨孫　⑩祖父母　⑪兄弟姉妹
◎犯罪被害者が死亡前に療養を要した場合は、
　その負傷又は疾病から1年間における保険診療による医療費の自己
負担分と休業損害を考慮した額の合算額を加算し、給付される。

額（負傷又は疾病から1年間における
保険診療による医療費の自己負担分と
休業損害を考慮した額の合算額）

重度の障害（障害等級第1級～第3級）
が残った場合

（第一順位の遺族が二人以上いるとき
は、その人数で除した額）

犯
罪
被
害
者
等
給
付
金
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犯罪被害給付制度の運用状況

累計区分

裁定に係る被害者数（人）

（参考）

支給裁定に係る被害者数（人）

不支給裁定に係る被害者数（人）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

（年度）

支給裁定に係る被害者数
不支給裁定に係る被害者数

10,992

10,261

731

区分 年度 25年度以前 26年度 27年度 28年度 累計

裁定金額（百万円） 27,440 1,243 991 882 30,556
被
害
者
数
（
人
）

S56年57年 58年 59年 60年 61年 62年 63年H元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年
以前

・性犯罪被害者の医療費の負担軽減
【施策番号14】

警察庁においては、平成18年度から、
性犯罪被害者の緊急避妊等に要する経費
（初診料、診断書料、性感染症等の検査
費用、人工妊娠中絶費用等を含む。）を
都道府県警察に補助しており、都道府県
警察では、同経費に係る公費負担制度を
運用し、性犯罪被害者の精神的・経済的
負担の軽減を図っている。
また、性犯罪被害以外の身体犯被害に
ついても、被害者等の刑事手続における
負担を軽減するため、犯罪被害に係る診
断書料、死体検案書料、初診料の費用を
公費により負担している。
今後も、警察庁において引き続き予算
措置を講じ、できる限り全国的に同水準
の公費負担の支援がなされるよう、都道
府県警察に対して支援内容の充実を図る
よう指導していく。また、性犯罪被害に
伴う精神疾患についても犯給制度の対象
になることの周知も含め、各種支援施策
の効果的な広報に努めるよう、都道府県

警察を指導していく。

・カウンセリング等心理療法の費用の負担
軽減

【施策番号15】
警察庁においては、都道府県警察に対
して、臨床心理士資格等を有する警察部
内カウンセラーの確実な配置に努めるよ
う指導している。また、平成28年度か
ら、犯罪被害者等が自ら選んだ精神科
医、臨床心理士等（警察による部外カウ
ンセリング委嘱を受けている者か否かを
問わない。）を受診した際の診療料又は
カウンセリング料を警察において支払
う、カウンセリング費用の公費負担制度
に要する経費について予算措置を講じ、
同制度の全国展開を図っている。さら
に、都道府県警察に対し、同制度の趣旨
を踏まえた実施要領を定めるなどして適
切な制度運用を図るとともに、同制度の
周知に取り組むよう指導している。
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▶ 国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律の制定

平成28年11月30日に施行された国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律は、犯給制度の対
象外とされている日本国外における犯罪被害について、国が弔慰金や見舞金を支給することを
規定している。同法は、25年にアルジェリアで邦人が被害に遭ったテロ事件等を契機として与
野党において法案策定作業が進められた結果、第190回国会において衆議院内閣委員長提案と
して提出され、28年6月1日に成立したものである。
同法により、①日本国外において犯罪行為により死亡した日本国民（日本国外の永住者は除

く。）の遺族（被害者の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹。ただし、犯罪行為の発
生時、日本国籍を有さず、かつ、日本国内に住所を有しない者は除く。）に対して国外犯罪被
害弔慰金（国外犯罪被害者1人当たり総額200万円）が、②日本国外において犯罪行為により
障害（労働者災害補償保険制度等における障害等級第1級相当）を負った日本国民に対して国
外犯罪被害障害見舞金（100万円）が、それぞれ支給される。
この制度の対象となる犯罪被害は、日本国外において行われた人の生命又は身体を害する行

為（日本国外にある日本船舶又は日本航空機内において行われたものは除く。）のうち、当該
行為が日本国内において行われたとした場合に、日本国の法令によれば罪に当たるもの（正当
行為、正当防衛及び過失の行為は除く。）による死亡又は障害である。
国外犯罪被害弔慰金等の支給を受けようとする者が日本国内に住所を有する場合は、その住

所地を管轄する都道府県公安委員会に申請し、支給の裁定を受けることとされている。日本国
内に住所を有していない場合は、日本国外へ住所を移す直前の住民票の住所地又は本籍地を管
轄する都道府県公安委員会に申請することとされているが、その際、海外の住所を管轄する領
事官経由で申請することも可能である。

コラム１

01_犯被29_概要_第1章.indd   6 2017/05/22   9:35:15



7

第1章　損害回復・経済的支援等への取組　﻿

3　居住の安定（基本法第16条関係）
○　主な取組
・被害直後及び中期的な居住場所の確保

【施策番号25】
厚生労働省においては、児童相談所・
婦人相談所の一時保護所や、婦人相談所
が一時保護委託先として契約している母
子生活支援施設や民間シェルター等にお
いて一時保護を実施しており、犯罪被害
女性等の個々の状況に応じて保護期間を
延長するなど柔軟に対応している。ま
た、犯罪被害女性等を加害者等の追及か
ら逃れさせるため、都道府県域を超えた
広域的な一時保護・施設入所を行うな
ど、適切な制度運用に努めている。平成
28年度からは、一時保護所が満床でなく
ても一時保護委託が可能となる対象とし

て、ストーカー被害女性や性犯罪・性暴
力被害女性を追加することにより、適正
かつ効果的な一時保護を図っている。
配偶者からの暴力や人身取引の被害女

性等を含めた一時保護人数は、27年度で
9,694人（要保護女子本人5,117人、同伴
家族4,577人）となっている。

婦人相談所等における一時保護の状況

要保護女子本人の人数 同伴家族の人数 合計
平成21年度 6,625 5,535 12,160
平成22年度 6,357 5,509 11,866
平成23年度 6,059 5,187 11,246
平成24年度 6,189 5,376 11,565
平成25年度 6,125 5,498 11,623
平成26年度 5,808 5,274 11,082
平成27年度 5,117 4,577 9,694

提供：厚生労働省

国外犯罪被害弔慰金等の申請・請求の流れ

国外犯罪被害弔慰金
支給裁定申請書

国外犯罪被害障害見舞金
支給裁定申請書

審査請求

海外にお住まいの方の
申請先となる公安委員会

国
外
犯
罪
被
害
の
発
生

亡
く
な
ら
れ
た
と
き

国
外
犯
罪
被
害
弔
慰
金
の
申
請
・
請
求

障
害
が
残
っ
た
と
き

国
外
犯
罪
被
害
障
害
見
舞
金
の
申
請
・
請
求

申
請
す
る
人
の
地
元
の
警
察
本
部
又
は
地
元
の
領
事
官

都
道
府
県
公
安
委
員
会
に
よ
る
裁
定

支
給
裁
定

支
給
裁
定
通
知

弔
慰
金
等
請
求

弔
慰
金
等
受
領

不
支
給
裁
定
通
知

不
支
給
裁
定

申請の期限
国外犯罪被害弔慰金等の申請は、国外において行われた犯罪
行為による死亡もしくは障害の発生を知った日から2年を経過
したとき、または死亡もしくは障害が発生した日から7年を経過
したときは、することができません。
ただし、加害者に身体の自由を不当に拘束されていたことな
どのやむを得ない理由により、この期間内に申請することがで
きなかったときは、その理由のやんだ日から6か月以内に限り、
申請をすることができます。

裁定内容に不服が
ある場合は、通知書
を受け取った日の翌
日から起算して3か
月以内に国家公安委
員会に審査請求をす
ることができます。

裁定とは
都道府県公安委員
会が被害に関する事
実関係などを明らか
にした上、支給に関
する法律上の要件を
確認し、弔慰金等を
支給するか否かを決
める行政行為です。

①過去に住民基本台帳に記録されたこと
がある方：日本国外に住所を移す直前
に住民票に記載されていた住所の所在
地を管轄する都道府県公安委員会

②過去に一度も住民基本台帳に記録され
たことがない方：本籍地を管轄する都
道府県公安委員会

弔慰金等の支給を受ける権
利は、行使できるようになっ
た時から2年間請求を行わな
いときには、消滅します。

弔慰金等を受ける権利の時効

弔慰金等の
支給手続
弔慰金等の
支給手続

支給裁定申請の手続支給裁定申請の手続

◎申請に必要な書類（例）
①亡くなられた方の死亡の事
実、年月日を証明できる
書類

②亡くなられた方の戸籍の
謄本

③申請者の戸籍の謄本
④申請者が第一順位遺族であ
ることを証明できる書類

　など

◎申請に必要な書類（例）
①障害の部位や状態に関す
る医師等の診断書

②障害を負われた方（申請
者）の戸籍の謄本

　など

※申請に必要な書類の詳細につ
いては、都道府県警察本部、
在外公館（大使館・総領事館
等）にお問い合わせください

都
道
府
県
公
安
委
員
会

裁
定
の
た
め
の
調
査

口座振込国外犯罪被害
弔慰金等支払
請求書の提出 弔

慰
金
等
が
振
り
込
ま
れ
る
と
、

国
庫
金
振
込
通
知
書
が
送
付
さ
れ
ま
す
。
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また、児童福祉法に基づき、児童相談
所長又は都道府県知事等が必要と認める
場合には、虐待を受けた子供等の一時保
護を行うことができるが、児童虐待対応
においては、子供の安全確保等が必要な
場合であれば、保護者や子供の同意がな
くとも、一時保護をちゅうちょなく行う
べき旨を28年9月の「児童相談所運営指
針について」（2年3月5日付け厚生省
児童家庭局長通知）の改正により明記
し、子供の安全を迅速に確保し適切な保
護が図られるよう周知している。

【施策番号28】
厚生労働省においては、24年度から婦
人保護施設退所後の自立に向けた支援の
一環として、施設の近隣アパート等を利
用して生活訓練を行う場合に、建物の賃
貸料の一部を公費により負担している。

・性犯罪被害者等に対する自立支援及び定
着支援

【施策番号31】
厚生労働省においては、性犯罪被害者
を含む相談者に対する支援として、地方
公共団体やDVシェルターを運営する特
定非営利活動法人等が、相談者に対し
て、生活相談や行政機関への同行支援等
の自立支援、家庭訪問や職場訪問等の定
着支援を一体的に行い、その取組の効果
を検証する「DV被害者等自立生活援助
モデル事業」を平成26年度より実施して
いる。28年度は1自治体において実施し
た。

4　雇用の安定（基本法第17条関係）
○　主な取組
・被害回復のための休暇制度の周知・啓発

【施策番号38】
犯罪等の被害に遭った労働者は、治療
や裁判への出廷のために仕事を休まなけ
ればならないこともあるが、被害を回復
するための休暇制度については、いまだ

十分な認知がなされていない状況にあ
る。そこで、厚生労働省においては、企
業や労働者に対し、被害回復のための休
暇制度についての周知・啓発を図るた
め、リーフレット等を作成し、関係行政
機関や経済団体、労働団体等に送付する
とともに、セミナーを開催している。ま
た、厚生労働省ウェブサイトにおいても
同制度を紹介し、周知している。
なお、平成28年度、同制度の導入につ
きアンケートを実施したところ、企業、
労働者とも9割以上が、同制度を導入す
べきという意見があることを知らないと
いう状況であったことから、29年度にお
いても、引き続き周知・啓発を行うこと
としている。

被害回復のための休暇制度のパンフレット

提供：厚生労働省
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